様式第１号（募集要領１０関係）

金泉寺山小屋及び野営施設指定管理者指定申請書
                                                        　　　年　　月　　日

  長崎県知事　平田　研　様

                                       （申請者）

                                         所在地

                                         法人等の名称

                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
                                         連絡先　担当者名

                                         電話

　自然公園内県営公園施設条例第２条の規定に基づき、金泉寺山小屋及び野営施設の指定管理者の指定を受けたいので、申請します。

（注）　申請に関しては、金泉寺山小屋及び野営施設に係る次の書類を添付するものとする。

　　　　 (1)誓約書

　　　   (2)金泉寺山小屋及び野営施設の管理に関する事業計画書（別添様式ア）
         (3)定款又は寄附行為及び法人の場合は登記事項証明書、法人以外の場合は代表者の住民票
         (4)役員の名簿及び履歴書

         (5)申請者（団体）の概要に関する書類（別添様式イ）
         (6)申請の日の属する事業年度の前事業年度の賃借対照表、損益計算書及び営業
（事業）報告書

         (7)地方税（都道府県税、市町村税）、消費税及び地方消費税の未納がない証明
（別添様式ア）

金泉寺山小屋及び野営施設
指定管理者事業計画書
令和　　年　　月　　日

法人等名称　　　　　　　　　　　　　　　　

	①　金泉寺山小屋及び野営施設の管理運営方針に関する事項

	［金泉寺山小屋及び野営施設等を管理運営するにあたっての基本的な考え方］

○金泉寺山小屋及び野営施設を管理運営するにあたっての基本的な考え方について、条例に規定する金泉寺山小屋及び野営施設の設置目的に添って記載すること。
○金泉寺山小屋及び野営施設を使用しようとする者の公平な使用の確保の考え方、県との連携の考え方についても含めて記載すること。
○貴団体が持つノウハウや業務実績などをどのように活かしていくかを含めて記載す
ること。


・欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	②　管理運営の内容に関する事項

	○次の各項目に、管理運営の内容に関して記載すること。

	(1)運営体制について

○金泉寺山小屋及び野営施設の運営体制について、①及び②を記載すること。
　①組織及び人数について

　○運営に必要な組織及び人数について記載すること。
　②人員に対する考え方について

　○施設に配置する人員について、どのような経歴、能力を持つ者を配置するのか、確
保の方策、常勤・非常勤の別について記載すること。また、従事者の休暇等の際の職員の補充体制についても記載すること。


　・欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。　
	②　管理運営の内容に関する事項

	

	(2)施設の維持及び修繕について

○金泉寺山小屋及び野営施設の施設の清掃、維持管理及び修繕について、基本的な考え方、方法等について記載すること。

	(3)利用者の安全確保のための方策について

○日常点検や利用者への呼びかけ等、利用者の安全確保のための方策について記載す

ること。（事故や災害、感染症等についても記載すること）


　・欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。　　
	②　管理運営の内容に関する事項

	

	(4) 施設の利用促進のための方策について

　

○イベントの開催や広報の方法、利用者の利便性向上のための創意工夫のある自主事業、経営の安定化に向けた収益確保に係る自主事業等、施設の利用促進のための方策について記載すること。


	(5)利用者の要望の把握及び、ニーズに沿った施設の管理運営について

　

○アンケートや利用者への聞き取り等、利用者の要望を把握し、施設の管理運営にどのように活かすかについて記載すること。


・欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	②　管理運営の内容に関する事項

	(6) 緊急時の対応について
○緊急時（防災、防犯、その他）の対応について記載すること。

	

	(7) 経費の縮減の方策について
○経費の縮減の具体的な方策について記載すること。


　・欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。　　　　　　　

	②　管理運営の内容に関する事項

	(8)その他

○その他、指定管理者として選定されるにあたり、ＰＲ事項があれば具体的に記載する
こと。

	

	


・欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。
	　　　　　　　③　収支計画に関する事項

	［令和９年度の収入計画］

                                                               （単位：千円）

	
	区　分
	金　額
	内訳（積算など）
	

	
	
	
	
	

	
	１．利用料収入
	
	
	

	
	 （山小屋利用料）
	
	
	

	
	 （毛布利用料）
	
	
	

	
	２．県からの負担金
	
	
	

	
	３．雑収入
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	［令和９年度の支出計画］

                                                               （単位：千円）

	
	区　分
	金　額
	内訳（積算など）
	

	
	１．人件費
	
	
	

	
	 （給与）
	
	
	

	
	 （福祉厚生費）
	
	
	

	
	２．諸経費
	
	
	

	
	 （光熱水費）
	
	
	

	
	 （消耗品費）
	
	
	

	
	 （通信運搬費）
	
	
	

	
	 （その他）
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	


１）令和９年度は、令和９年４月１日～令和１０年３月３１日とする。

２）令和１０年度～１１年度で、令和９年度と収支計画が異なる場合は、年度ごとに作
成すること。

３）「内訳」欄には、小項目を設けて記載すること。

４）欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。　　

■申請者（団体）の概要

	法人の種別
	　（一般・公益）財団法人　　　（一般・公益）社団法人

　　株式会社　　　　　　有限会社

　　その他（　　　　　　　　）

	
	

	法人の名称
	

	法人の所在地
	

	連絡先
	電話　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail

	担当責任者
	部署

氏名

	資本金又は基本財産
	　　　　　　　　　　　　千円

	職員（社員）数
	令和　　年　　月　　日現在

　　　　　　　　　　　　人

	実　　　　　績
	類似施設の管理運営実績

（具体的実績があれば記入すること。）


１）「法人の種別」では該当するものを○で囲むこと。該当するものが無い場合は、「その
他」を囲み、（　）内に内容を記載すること。

２）「職員数」欄には、申請時の職員数を記入すること。

　　なお、新たに設立した法人にあっては、予定人数及びいつ時点のものかを記入するこ
と。

３）「実績」欄には、類似施設の管理運営実績について、施設名称、施設延床面積（㎡）、
管理運営概要、管理運営期間（始期～終期）を記入すること。

４）欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

　様式第２号

　　長崎県知事　平田　研　様

誓　　　　約　　　　書

　金泉寺山小屋及び野営施設の指定管理者指定申請において、申請者の資格である以下の１～７の内容について、全て満たしています。なお、いずれか1つでも事実と反した場合は、失格となることに異議ありません。

　以上、誓約いたします。

１　法人その他の団体であること。

２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。なお、被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、この限りではない。

３　直近１年間の地方税（都道府県税、市町村税）、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

４　申請書の提出期限の日から指定の日までの間において、国又は長崎県及びその他の地方公共団体から指名停止又は指名除外の措置を受けている、又は受けることが明らかである者でないこと。

５　指定までの間において、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条の規定に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産手続き開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更正手続き開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者でないこと。（会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更正手続き開始又は再生手続き開始の申立てがなされた者であって、更正計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）

６　申請書の提出期限の日以前６ヶ月から指定管理者決定までの間において、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を出した事実、又は銀行若しくは主要取引先から取引停止を受けた事実がある者でないこと。

７　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団又はそれらの利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」という。）及び暴力団等の構成員が役員となっている団体でないこと。

　　令和　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　法人等の名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
（別添様式イ）








